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日次
一問題意識
て 「債権契約の終わり方」の多様性
1 i去定解除による契約の終わり方の規律
2 契約成立後の履行不能による契約の終わり方の規律(以ト87巻2・3合併号)
3 契約成立時の「事情Jによる契約の終わり方の規律
(イ)取消による契約の終わり方
(ロ)書面によらない贈与の撤回による契約の終わり方の規律
(ハ)クーリング・オフによる契約の終わり方の規律
(ニ)撤回による契約の終わり方の規律
4 契約締結時における「当事者の意思」による契約の終わり方の規律
(イ)解除条件付法律行為(契約)による契約の終わり方の規律
(ロ)失権約款による契約の終わり々の規律
(ハ)約定解除による契約の終わり方の規律
(二)買戻し特約による契約の終わり方の規律
(ホ)解約手付による契約の終わり )jの規律
5 契約成立後の合意(解除契約)による契約の終わり方の規律
6 事情変更による契約の終わり方の規律 (以上87巻6号)
7 解約告知による契約の終わり方の規律
(1) 解約告知と継続的契約の終わり方の多様性
(2) 継続的契約における債務不履行を事出とする契約の終わり方の規律
i 継続的契約における債務不履行を事由とする契約の終わり方の規律構造
i 継続的契約における債務不履行を事由とする契約の終わり方と当事者間
の基本的法律関係
(3) 継続的契約特有事由による契約の終わり方の規律
通常解約告知による契約の終わり方の規律構造と当事者間の基本的法律
関係
i 特別解約告知による契約の終わり方の規律構造
i 継続的契約特有事由による契約の終わり方の規律の適用範凶
8 契約債権関係の消滅による契約の終わり点の規律
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(イ)弁済等債権の消滅原因による契約の終わり方の規律
(ロ)債権時効による契約の終わり方の規律
9 複数契約の終わり方の規律 (以下、次号)
-: むすびに代えてー債権契約の終わり方の規律準則の探究ー
7 解約告知による契約の終わり方の規律
(1) 解約告知と継続的契約の終わり方の多様性
解約告知は継続的契約を終らせる制度とされている(1)。そして、民法620条は
賃貸借の解除は将来にjbJかつてのみ効力が生じるとする。この規定は雇用 (630
条)、委任 (652条)にも準用する。すなわち、賃貸借、雇用、委任の終わり方の
規律としては、遡及効を認めず将来に向かつてのみ消滅する。このことから、解除
について直接効呆説に立つ、これまでの支配的見解では、解除は契約を遡及的に消
滅せしめるのに対して、解約告知は継続的契約を将来に向かつて消滅させるものと
して、両者に本質的な相違があるとみているのただ、間接効果説、折衷説では、法
定解除の効呆として契約の遡及的消滅を認めていないことから、法定解除も解約告
知も本質的には異なるものではないということになるの債権関係変換説では法定
解除では原状同復債権関係に転換するのにたいして、解約告知では契約者?将来に向
かつては消滅させるという相違が生ずることになる。そこで、債権関係変換説に立
つ山中は、解除と解約告知との比較検討をこころみる必要があるとする (2)。この
ことから、解約侍知による契約の終わり方は、解除、とくにi去定解除と本質的に異
なるものなのかどうかの解明が必要になる。飯島は、解除と侍知は、一般的には遡
及効の有無により区別しているが、本来的には、そのような平面的な相違のみが存
するのではない(針。解除の制度がはっきりと定められた今日では、両者は要件及
ぴ効果において明確に区別すべきであるとし (4)、告知は契約関係を将来に向かつ
て解消し、解除は契約自体を廃止し、しかだって全契約関係をはじめから否定し、
かくして過去についても効力をぬずる(，5)。告知は継続的債権関係の本質的な内容
から必然化されるもの(6)であるとして、契約の終わり方の規律としては本質的に
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異なる規律であると指摘する。しかし、債務不履行を事由とする継続的契約の終わ
り方をも含めて、このような本質的差異があるといえるかは疑問である (7)。
また、解約告知による継続的契約の終わり方として、解約告知の認められる事由
により、契約の終わり方の規律に違いが生ずるのかどうかである。このことにつ
いては、余り議論されていないようである。民法620条も、賃貸借の解除の場合、
当事者の一方に過失があったときは、その者に対して損害賠償を請求できるとし、
雇用 (630条)、委任 (652条)にも準用する。このことから、賃貸借、雇用、委任
の終わり方としては、当事者の一方に過失のある場合の解約告知をも包含した規律
とみることができる。山中も、解約告知としては、その事由の如何に係わらず本質
的にはl可質としながら、債務不履行者?事由とする場合については若干異なるところ
のあることを指摘するだけである。このことから、わが国では、解除と解約告知の
関係については、これまで主として、民法541条が適用されるのか、それとも「信
頼関係の破壊Jないし「重大な事出Jの存在を必要とするのかを中心として議論さ
れてきた (8)0 そこでは、まず、継続的契約の終わり方の規律として解除の総則規
定の適用があるのかどうかにつき議論されてきた。そして、かつての通説は、これ
を肯定していた問。その後、昭和9年に、当時の通説である民法541条適用肯定
説に対し、川島が賃貸借契約の場合に反対の衣場を明らかにし、民法541条の適
用を否定し (10)、これに賛成する見解が有力になった (11)。しかし、これらの議
論は、継続的契約の場合に債務不履行を事由とする解除権の発生要件について、民
法541条の適用を排除するにすぎない (12)ものであり、債務不鳳行を事由とする
解約告知による契約の終わり方の規律としては、基本的には法定解除とは異なるも
のではないとするものである。後述するような民法がもともと規定している債務
不履行を事由とする場合以外の解約告知についても、基本的には法定解除と異なる
ものではないとみることは疑問である。なお、さらに、学説では、川島の見解を展
開し、戒能(13)、未弘(14)が賃貸借以外の他の継続的契約にも拡張し、解除の総則
規定の適用を否定する告知説が主張され、多くの学説の賛同を得て、「信頼関係の
破壊」理論を定立した (15)。このような学説の展開は、債務不履行を事由とする
告知機の発生要件について民法541条の適用を排除するだけではなく、継続的契
約の終わり方の規律としては、その効果についても、法定解除規律の適用を排し
て、それとは異なる解約告知規律によるのが妥当とするものであることを意味す
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る。法定解除規律とは異なる解約告知規律の必要性を指摘するものである。この
ことによって、債務不履行を事出とする場合も、後述するような民法がもともと規
定している解約十年知と同質化されることになるわけである。債務不履行を事出と
する契約の終わり方を規律するのが、法定解除規定であるとすると、このような同
質化は許容されるものなのがどうか疑問である。このことから、法定解除は有償双
務契約において-hの給付義務に債務不履行があった場合、他々の反対給付義務か
ら解放するものであるとすると、有償双務の継続的契約における債務不履行を事由
として終らせる場合、この法定解除による契約の終わり方の規律に従うべきである
のかどうかについての検討が不可欠ではないか思われる。
なお、民法が定める継続的契約の終わり方についてみると以下のように多様であ
る(16)。
① 当然終了塑 終了事由の発生により当然に継続的契約が終了するものであ
る。使用貸借では借主の死亡(民法599条)、委任では死亡・彼産手続開始・受任
者の後見開始(民法653条)で、当然終了するとする。民法(債権関係)の改正で
も、使用貸借につき要綱仮案ではなかったものの要綱原案では「借主の死亡J(改
正条文597条3項)で終了するとし、委任では現行の民法653条を維持し「死亡・
破産手続開始・受任者の後見開始」で終了するとしている Q これは、継続的契約を
終了させるのに、終了事由が生ずるだけでよく、終了の窓思表示を必要としない。
解除条件による契約の終了の規律に類似するの解除条件は約定を必要とするのに
対して、終了の条件は法定されている点が異なることから法定解除条件ともみるこ
とができるが、契約の終わり方の規律としては、基本的には解除条件と異なるもの
ではない。この結果、当然終了型に民法620条の非遡及規定が適用されるかどう
か問題である。ただ、解除条件の場合と同様に、非遡及と解するのが妥~と思われ
る。当然終了型では、継続的契約自体が将来に向かつて解消することになる。
② 継続期間終了型 継続的契約では契約f責権関係が継続する。このことから、
その継続する契約債権関係の終期が問題となる。そこで、民法は委任では期間の定
めの有無にかかわらず向由に解除できると定めている(民法651条)。期間の定め
のないときは、賃貸借では解約の申入れの日から「好定期聞を経過すると終了(民
法617条)し、雇用では解約の申入れから 2週間経過すると終r(民法627条l
項)すると定めている。期間の定めのあるときでも、賃貸借では解約権の留保を
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認め(民法618条)、雇用では所定期間経過後の解除を認めている(民法626条)。
また、期間の定めのあるときは期間の到来によって終了することを前提として、賃
貸借や雇用ではその更新の推定と解約の中入れ(民法619条、民法629条)を定
めている。飯島は、このような定めを終了告知と称している (17)。なお、このよう
な継続的契約と航続期間との関係の定めは、返還の時期を定めなかった消費貸借で
は、当事者は相当の期間を定めて返還の催告をすることができる(民法591条1
項)とし、借主はいつでも返還をすることができる(民法591条2項)とし、返還
の時期を定めなかった使用貸借では、借主は契約に定めた目的物に従い使用又は収
益を終わった時に返還(民法597条2項本文)し、貸主は使用又は収益を終わる前
でも、使用又は収援をするのに足りる期聞を経過したとき、返還請求できる(民法
597条2項ただし書)。返還の時期並びに使用又は収益の目的を定めなかったとき
は、貸主は、いつでも返還を請求で、きるとし(民法597条3項)、返還の時期の定
めのない寄託では、受寄者は、いつでも返還請求できる(民法663条1項)と定め
ている。また、契約の時期を定めた使用貸借では、定めた時期に借用物を返還(民
法597条1項)し、返還の時期を定めた寄託では、寄託者は、いつでも返還の請求
ができる(民法662条)と定めている。飯島は、このような定めを期限告知(履行
期告知)と称している (18)0 そして、有償双務の継続的契約では貸主の債務が強く
観念され目的物の返還は目烹たず終了告知として理解され、無償片務の継続的契約
では借主の返還義務のみが強く観念されるがゆえに目的物の返還に関する期限告
知(履行期告知)と観念される (19)とし、山中も継続的契約の継続を将来にむかつ
て中断する意思表示を、返還請求という表現を使っている (20)が、両者は、「通常
告知」として異なるものではないとみている。たしかに、終了告知は契約関係の終
期を到来せしめるものとして把握し得ると同時に、その効呆として当然に生ずる目
的物の返還という面のあること (21)、期限告知(履行期告知)は目的物の返還に注
目するものの、それは継続的契約の終期を意味するものであること、また有償双務
の継続的契約では継続する給付、反対給付を同時に終了させる必要のあることから
継続的契約の終期として定める必要があるし、無償双務の継続的契約でも目的物の
引渡を伴わないときは継続的契約の終了として定める他ないが、目的物の引渡を伴
う無償片務の継続的契約では継続的契約の終fに伴って生ずる H的物の返還とし
て定める方が簡明であることからすると、終f告知も期限告知(履行期告知)も継
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続的契約の終わり方としては、継続的契約の終期を定めるものとして、本質的には
異なるものではない。
民法(債権関係)改正では、使用貸借について、目的物の返還に着目して規定し
ているが、民法597条は、使用貸借の終了についての規定であるが、目的物の返還
債務や借主の原状凶復義務と附属物の以去権・収去義務は、いずれも使用貸借の終
了により生ずるものであるから、これらの債権債務の発生時期である「使用貸借の
終了」を明示した規定とするのが合理的であるとして、素案第5、2(1)は民法597
条l項を実質的に維持し i1背主は、契約に定めた時期に、併用物の返還をしなけれ
ばならない」としていたのを改正条文597条1項では字句を若下修正し「使用貸
借の期間安定めたときは、使用貸借は、その期聞が満了することによって終了す
る」と定め、素案第5、2(2)は同条第2項本文を実質的に維持し「返還の時期を定
めなかった場合において、使用及び収主主の目的を定めたときは、その使用及び収拾
を終わった時に返還しなければならない」としていたのを改正条文598条2項で
は字句を若干修正し「目的に従い使用及び収益を終えることによって終了する」と
定め、素案第5、2(3)は民法597条2項ただし書を実質的に維持し「契約で定めた
目的に従い借主が使用及び収益するのに足りる期間を経過したときは、貸主は、直
ちに返還を請求することができる」としていたのを改正条文では598条1項で前
条2項に規定する場合「同項の目的に従い借主が使用及ぴ収益をするのに足りる期
間を経過したときは、契約の解除をすることができる」と定め、素案第5、2(4)は
同条第3項を実質的に維持した上で「返還の時期並びに使用反ぴ収裕の目的を定め
なかったときは、貸主は、いつでも返還を請求することができる」としていたのを
改正条文案では598条2項で「貸主は、いつでも契約の解除をすることができるJ
と定め、改正条文598条3項で「借主は、いつでも契約の解除をすることができ
る」としている (22)。民法(債権関係)改正では、現行民法597条で借用物の返
還の時期として規定していたのを、「終了Jと「解除Jに分けていることが注目さ
れる。「返還」を「終了」と改めることについては、無償片務の継続的契約では、
借主の返還義務のみが強く観念されるがゆえに目的物の返還に関する期限告知(履
行期告知)として定められているものの、実質は契約の終了告知として理解するこ
とができる (23)ことから妥当な提案といえる。「返還を請求できる」を「解除」と
改めたことは妥当か疑問が残る。改正条文598条の場合には、契約当事者が契約
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を終らせるための意思の表示を必要とすることから「解除」としたものと推察され
るが、この場合は契約通則の解除規律とは異なる終了告知による契約の終わり方と
みるべきであるから「終了させることができる」ないしは「解約(告知)できる」
とすべきではないかと思われる。ところで、民法(債権関係)改正では、使用貸借
では「返還」を「終了」ないし「解除」に改めることが提案されているのに、消費
貸借では改正条文591条で「返還をする」とし、寄託でも改正条文662条1項で
も「返還を請求」とし、期限告知(履行期告知)としての定めを維持することと平
灰がとれていないの
そこで、飯島は、このような継続的契約の終期による終fは継続的契約の契約債
権関係の継続性という本質的な内容から必然化されるもの (24)であるとみるのた
しかに、継続的契約では、終期による契約の終了の定めは必然的なものである。た
だ、契約の拘束力との関係で、どのように定めるかは問題となる。継続的契約にお
いて期間や契約目的を定めた場合は、原則として、その期間の到米あるいは契約
目的の達成までは契約に拘束されるとするのが当事者の意思とみることができる。
このことから、期間の到来ないし契約目的の達成を終期として定めるのは妥当であ
る。ただ、この場合であっても、期間の到来あるいは契約目的の達成前であっても
当該契約の特質との関係で終期を定めることは許容される O 委任では「当事者はい
つでもJ(民法651条)と定め、寄託では「寄託者はいつでもJ(民法662条)、「受
容者はやむを得ない事由のあるときJ(民法663条z項)と定め、雇用では i5年
ないし 10年経過した後、いつでもJ(民法525条1項)と定め、賃貸借では「期間
内に解約をする権利を留保したときJ(民法618条)と定め、使用貸借では「定め
た時期J(民法597条1項)と定め、消費貸借では「借主は、いつでもJ(民法591
条2項)と定めているのがそれである。民法(債権関係)改正では、継続的契約
の終了と期間との関係についてみると、期限を定めた場合については、消費貸借
では「借主は、いつでも+損害賠償J(改正条丈591条a項、 3項)と定め、使用
貸借では現行規定597条1項を維持し「定めた期間が満了」とし(改正条文597
条1項)、「借主は、いつでもJ(改正条文588条3項)とし、賃貸借は現行のまま
「期間内に解約をする権利を留保したときJ(民法618条)とし、委任では現行651
条1項を維持して「いつでも」とし、準委任では中間試案で委任規定を準用すると
していた現行規定を「やむを得ない事由のあるとき+損害賠償J(中間試案第41、
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6(2)イ)(25)としていたが要綱仮案では採り上げられていないし、雇用では 15年
を経過した後、いつでも」として 10年経過規定を削除し(改正条文626条)、寄
託では現行規定を改正しないで「受寄者は、いつでも請求J(民法663条)とし、
「寄託者はいつでも請求できJ(662条1項)1寄託者に対して損害賠償J(改正条文
662条2項)としている。しかし、これらの定めは、いずれも継続的契約の終期に
よる終了として規律していることには変わりない。
期間や契約目的の定めのない場合は、どうであろうか。民法は消費貸借では「貸
主は、相当の期間を定めてJ(民法591条1項)1背主はいつでもJ(民法591条2
項)と定め、賃貸借では「各当事者は、いつでも解約の申入れ+所定期間経過」で
終了(民法617条)と定め、雇用では「各当事者は、いつでも解約の申入れ+2週
間経過」で終了(民法627条)と定め、委任では「各当事者は、いつでも解約J(民
法651条1項)と定め、寄託では「受寄者は、いつでも返還J(民法663条)、「寄
託者はいつでも返還請求J(民法662条)と定めでいる。暴木的には「いつでも解
約Jないし「いつでも解約申入れ+所定期間経過jで終了させている。民法(債権
関係)改正では、消費貸借では「借主は、いつでも返還J(改正条文591条l項)
とし、使用貸借では「返還の時期を定めず、使用収益目的を定めた場合は、使用収
益が終わった時に終了J(改正条文597条2項)、「返還の時期を定めず、使用収益
目的を定めた場合は、使用収益をするのに足りる期間経過後、貸主は解除J(改正
条文598条1項)、「返還の時期を定めす¥使用収益目的を定めなかった場合は、貸
主はいつでも解除J(改正条文598条2項)、「借主は、いつでも解除J(改正条文
598条3項)とし、委任では現行の民法651条1項を維持し「当事者は、いつでも
解除Jとし、中間試案では準委任を新設して「各当事者は、いつでも解約十お週間
経過後、終了J(巾間試案41、6(2)ア)、「無償準委任の場合は、委任者は、いつで
も解除J(中間試案41、6(2)ウ) (26)としていたが要綱仮案では採り上げられてい
なし、雇用では現行の民法627条1項は維持し「各当事者は、いつでも解約の申入
れ+2週間経過」で終了するとしている。このように現行民法あるいは民法(債権
関係)改正においても、期間や契約目的の定めのない継続的契約の終了を定めるに
当って契約の拘束力は観念されているのか疑問である。むしろ「いつでもJ
知によって終期により終fするとして定めているものと推察される。これらの定
めは、まさに、継続的契約においては通常不可欠に観念される終期による契約の終
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わり方であり、通常解約告知(27)を定めたものといえる。
③ 契約特質事「片塑 民法は、以上のような継続的契約の継続期間を事同とする
ものの他に、賃貸借では、賃借入は、賃貸人が賃借入の意思に反する保存行為をし
賃借目的を達成することができないとき(民法607条)、賃借物の一部滅失により
賃貸した目的を達することができないとき(民法611条2項)、及び¥トー 地の賃借入
は2年以上賃料より少ない収益をえたとき(民法610条)には契約の解除ができ
ると定めている。雇用では、各当事者はやむをえない事由があるとき(民法628
条)、労働者又は破産管財人は期間の定めのある場合でも使用者について破産手続
を開始したとき(民法631条)、使用者は労働者が使用者の承諾を得ないで第三者
を労働に従事させたとき(民法625条3項)には解除できると定めている。民法
(債権関係)改正では、賃貸借について「賃借物の一部滅失により賃貸した目的を
達することができないときは、賃借入は解除できるJ(改正条文611条2項)とし、
賃借物の令部滅失等により契約が終了する(改正条文616条のあとしている。飯
島は、これらの定めは、前述の通常?ヰ知に対して特別の事情を事白とする特別問一知
とみている (28)。これらの定めは、継続的契約の継続期間とは関係なく、それぞれ
の契約の本性から導き出される事由によって継続的契約を終わらせようとするも
のであることは明らかである O 契約本性を事由とする特別解約告知についての定
めである。
④ 契約違反的事由型 以上の他に、使用貸借では、貸主は借主が用法違反の使
用をしたとき(民法594条3項)、賃貸借では賃貸人は、賃借入が賃貸物を無断で
譲渡・転貸したとき(民法612条2頃)は解除できるとする。民法(債権関係)改
正では、これらの規定の改正は行われていない。これらの定めは、一見すると契約
違反、すなわち広義の債務不履行を事由とする解約告知を意味するものと解され
る。しかし、使用貸借については、民法594条1項で「用法に従って、使用又は収
援をしなければならいJとする法定義務を前提とするもので、単なる使用貸借から
生ずる契約上の義務違反を事由とするものではないの賃貸借については、債権の譲
渡性(民法466条)を制限するための民法612条1項に違反することを事由とす
るもので、賃貸借から生ずる契約上の義務違反を事由とするものではない。このこ
とからすると、これらの定めは、契約上の義務不履行を事由とするものであると解
するよりも、使刷貸借ーや賃貸借の本性から導き出される特別の事由による解約告知
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を定めたものと解するのが妥当と思われる。前述③契約特質事由型に包含される
特別解約告知の定めといえる。
⑤ 目的物引渡し前解除型 なお、民法(債権関係)改正では、使用貸借につい
て書面によらない使用貸借では借主が借用物を受け取るまでは解除できる(改正条
文593の2)、消費貸借では書面でする消費貸借の借主は貸主から金銭その他の物
を受け取るまで解除できる(改正条文587条の2第2項)、寄託では寄託者は受寄
者が寄託物を受け取るまでは解除できる(改五条文657条の2第l項)とする規
定を新設している。これらは、現行では妥物契約とされているのを、使用貸借(改
正条文593条)、消費貸借(改Jf条文587条の2第1項)、寄託(改正条文657条)
を諾成契約とすることに伴って、目的物の引渡し前の各当事者による解除に関する
規律を定めるものである。これらは、書面によらない贈与の場合の「撤回」を「解
除」に改めたことと基本的には同様の趣旨のものとされている (29)。そうだとす
ると、これらの解除は解約告知とは全く関係のない規律ということになるし、書面
によらない贈与の場合の契約の終わりん‘で指摘したように、「日的物の引渡し前は
取消」として規律するのが妥~ではないかと思われる (30) 。
⑤ 債務不履行事由型 ④契約違反的事由型を契約本性から生ずる特別の事自
による解約告知であると解すると、継続的契約に関する規定には、継続的契約にお
ける債務不履行を事由とする契約の終わり方についての規定はみられない。とく
に、布1i賞双務契約における給付対反対給付の関係にあって、反対給付に不履行が
あったことを事由とする契約の終わり方としての法定解除に対応する定めはみら
れない。このことから、立法者は有償双務の継続的契約の終わり方の規律も法定解
除規律によるものと考えていたとも推察される。継続的契約の終わり方にも、解除
の総則規定が適用されるとするのが通説とされてきたのも向ける。しかし、そこで
は、債務不履行を事由とする解約告知に限定することなく、通常解約告知や特別解
約百ー知をも含めて解除の総則規定が適用されるとみていたとすれば、適切で、あった
かどうかである。解除、とくに法定解除による契約の終わり方の規律と解約告知に
よる契約の終わり方の規律には違いはないのかどうかであるの反対に、継続的契約
への民法541条の適用の有無の議論のなかで、 01和9年頃までの通説である適用
説に代わって、告知説が主張され、今日では、 -般に承認されてきている。これ
は、継続的契約の終わり方の規律としては、解除の総則規定の適用を排して、解約
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告知規律によるべきとするものである。しかし、有償双務の継続的契約における債
務不履行を事由とする継続的契約の終わり方の規律として、通常解約告知や特別解
約告知と同質に規律してよいかで、ある。同様に、飯島は、通常告知と特別告知を区
別した上で、債務不履行ないし重大な事由が存する場合、告知期間を必要とするこ
となく認められるのが特別告知(即時告知)である (31)として、債務不履行を事由
とする場合も解約告知規律によるとの立場に立っているようであるが同質に規律
してよいかであるの
以上のような従来の議論について疑問のあることから、ここでは、継続的契約の
終わり方の規律の検討に当っては、継続的契約における債務不履行を事由とする場
合の契約の終わり方の規律は、民法が継続的契約に特有の契約の終わり方として定
めている通常解約告知及び特別解約告知による契約の終わり方の規律とに分けて
検討する。
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継続的契約におけるイ責務不履行を事由とする契約の終わり方の規律
構造
継続的契約における債務不履行を事由として契約を終わらせる規律として、継続
的契約であることに注目してみると、解約告知として規律することが考えられる。
賃貸借につき「将来に向かつてのみ効力を生ずるJ(民法620条木文)と定め、雇
用(民法630条)、委任(民法652条)及び組合(民法684条)で準用するのこれ
は、継続的契約の終わり方の規律としては、その効呆を非遡及として規律するもの
である。従来の支配的見解では、このような非遡及の効果の生ずる場合を解除では
なく、解約告知と理解してきた。かかる立場に立つのが、告知説(1)や債務不履行
を事由とする場合も特別告知とみる見解(2)である。また、かりに債務不履行を事
由とする場合も解約告知として規律するのが妥当としても、その効果を非遡及とし
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て規律するのは民法で定める通常解約告知及び特別解約告知の場合と同質といえ
るかである。山中も、解約告知としては、その事由の如何に係わらず本質的には同
質としながら、債務不履行を事由とする場合については若干異なるところのあるこ
とを指摘するだけである(針。飯島は、通常解約告知は、継続的契約の終期を意味
するものであるから、それまでの契約の効果を遡及的に消滅させることの妥当でな
いのは当然であるとして、通常解約告知の非遡及を根拠付けているのに対して、債
務不履行を事由とする場合を特別告知とみながら、その非遡及の根拠は異なるとす
る(4)。そこで、継続的契約の終わり方として、その効果を不遡及とすることにつ
き、立法者である梅は、継続的契約では賃貸借について果実の返還などに関して不
公平が生ずること k、「簡便デ大変ニ公平デ其上ニ当事者の意思ニモ・番適ウJ(5) 
といい、穂積は雇用について給付した労務の返還が不可能(6)であるからと説明す
る。飯島は、本米、解除が機能するものと認められつつも、原物による原状回復
の事実上の不可能により遡及効が排されることになった (7)とみる。そうだとする
と、 f責務不履行を事由とする場合の不遡及の根拠づけは、民法が継続的契約の特質
に注目して通常解約告知及び特別解約告知の効果を不遡及としたこととは明らか
に異なるにもかかわらず、これらを同質と規律することが妥当といえるか疑問であ
るO そして、もし仮に、その効果が遡及するものとして規律しでも、原状回復とし
ては給付された原物が存在する場合は原物の返還ということになるものの、法的に
は必ずしも原物の環濠に限られるわけではないことから返還が不可能とまではい
いきれないし、果実の返還に当っても原物が返還されなくても法的には公平を図る
よう規律することは可能であると思われることから、給付された原物の返還が不可
能であるとか、果実の返還に当つての公平性の珂由から非遡及とする必然性はない
ものと思われる。この点は、一時的契約の場合に、遡及効を認め、それに伴う原状
回復についての規律と本質的には異なるものではない。ただ、梅の指摘のように、
継続的契約の場合は、イJ遡及とすることの方が法律関係を簡便に規律することがで
き、また当事者の意図にも叶うものである。しかし、そのことだけで、継続的契約
における債務不履行を事由とする契約の終わり方の規律として解約告知規律によ
るのが妥当といえるかは疑問であるの法定解除規律によるどして、法律関係の簡便
な規律や当事者の意図に適合させるとの観点から非遡及として規律することはで
きないのかどうかである。
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そこで、継続的契約における債務不履行を事由として契約を終わらせる規律とし
て、その事出としている債務不履行に注目してみると、民法は契約成立後の債務不
履行を事出とする契約の終わり方として、法定解除の通則規定 (540条-548条)
を定めている。このことから、継続的契約における債務不履行を事由として契約の
終わり方の規律としては、原則として、この法定解除規律によるとみるのが素直でユ
ある。従来の支配的見解が継続的契約についても解除の規定が適用されると解し
てきたのは、継続的契約における債務不履行を事由とする場合に限定すれば、民法
典の体系上の理解としては素直といえる。ただ、法定解除について、これまで立配
的見解とされてきた直接効果説に立つ限りでは、法律関係の簡便な規律や当事者の
意図に適合するとの観点からの非遡及としての規律会根拠づけることは困難であ
る。間接効呆説や折衷説で、は法定解除の効呆を非遡及と解していることから、この
点では整合性を見山すことができる。しかし、間接効果説では契約債権関係は存
続し、ぞれと別個に、原状回復債権関係が発生して併存する。この結果、契約債
権関係に基づく作用を阻止するため米履行債務では履行を拒みうる抗弁権が生じ、
既履行債務については新たな返還請求権が生ずる (8)とみる。折衷説は、契約債権
関係が将来的に消滅し、そのあとで、有凶復債権関係が発生する (9)。このことか
ら、未隠れ債務は当然に消滅し、既履行債務については新たな返還請求権が成立す
る(10)とみる。継続的契約の終わり方の規律として、既臆行債務について原状回
復債権関係や新たな返還請求権を認めることは非遡及とする趣旨と腕瞬するのま
た間接効呆説のように未履行債務については抗弁権での対応とすることは、規律の
・層の複雑さを招くことになりかねない。また、債権関係転換説に立つ山中は、通
説(直接効果説)のように解除をもって、契約を遡及的に消滅するとみる立場から
すると、告知との聞には本質的な相通があるが、解除による契約の遡及的消滅を宵
定しない立場においては、通説(直掠効果説)の立場とはまったく違った意味での
比較検討が必要になるとする (11)0 そして、学理的には、法定解除は契約債権関係
を原状回復債権関係に転換せしめるにとどまり、直接には契約を消滅させないが、
解約告知では契約債権関係を将来にわたって契約の存続を中断するという違いが
あるとする (12)。また、法定解除の場合の原状回復債権関係を発牛.させるのと、告
知の非遡及効との違いについては、いずれも、契約の終わり方の規律における等価
的交換関係を実現する方法であるとしながら、前者は既履行部分につき、あたかも
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はじめからまったく利用をしなかったとおなじ状態にもどすという消棟方式であ
るのに対して、 f走者は約定対価一賃料や利息ーの債務について、支払わるべきとき
に約束どおり履行されたとおなじ状態を実現するという積極方式とみる。そして、
有償双務の航続的契約の終わり方の規律としては、消極方式により対側的交換関係
を図ることも不可能でRはないが、積極方式をとることのほうが、はるかによく両給
付の実現における等倒的均衡をたもつ所以であるとして、民法620条の非遡及の
規定の生ずる所以であるとする (13)。その上で、民法540条以下の解除の規定は、
原状回復の債権関係の発生の効果をもつような解除権の発生原因その他について
規定したものである (1針。従って、民法541条ないし民法543条を、解除権の発
生原凶kして、各種の契約の総則i去とみる通説的見解には反対で、あると結論づけて
いる (15)。このように、山中は、契約の終わり方の規律として民法620条と民法
545条1項は等価的交換関係を実現するための方法としては共通するものの、前者
は積極方式で、後者は消極方式であり、法定解除の規定は消極方式によって規律す
るのが妥当する場合に限られ、継続的契約では適用すべきではないとするものでは
ないかとみる。そして、このようにみることによって、継続的契約における債務不
履行を事由とする契約の終わりん・の規律としては、法定解除と異なる解約告知に
よるのが正当とするものである O しかし、民法620条を、このような等価的交換
関係を実現するための積極方式の規律とみてよいかで‘ある。民法620条は、本来、
民法が継続的契約の特質として定めている通常告知あるいは特別告知の効果とし
て規定されていることは明らかである。また、この規定は、山中も指摘するはめよ
うに、無償r'i務の継続的契約で、対価的交換関係を観念する必要のない無償委任
(民法652条)にも準用されていることからすると、なおさらである。むしろ、民
法620条の非遡及の規定は、民法が継続的契約の特質に注目して定めている継続
的契約の終わり方としての通常解約告知及び特別解約告知による場合の効果規定
とみるべきではないかと思われる。民法(債権関係)の改正巾問試案では、期間の
定めのある継続的契約の終了(中間試案第34、1)、期間の定めのない継続的契約
の終了(中間試案第34、2)、すなわち通常解約告知の通則規定の新設を提案する
とともに、それらの場合の効果として「将来にわたってのみその効力を生ずるJと
して非遡及とするのは|ロl旨の考えによるものではないかと思われる (17)。このこ
とからすると、有償双務の継続的契約における債務不履行を事由とする契約の終わ
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り方の規律としては、基本的には、法定解除規律によるべきであるとする従来の通
説に立って、一時的契約における債務不履行を事出とする契約の終わり方の規律と
の違いとして検討する方が適切ではないだろうか。しかし、i1;ー定解除についての従
米の諸見解に立つ限りにおいては、継続的契約における債務不履行を事由とする契
約の終わり方を法定解除規律によって規律するのは困難なようである。
ところで、私見では、法定解除による契約の終わりみとしては、契約自体は解消
されないが「契約の目的を実現させるところまで保障する力」である契約の拘束力
が矢われることから、契約債権関係も存続するものの、その契約債権関係のうちの
契約の目的を実現するための法的手段である債権、債務は法的には保障されない状
態になると規律するのが妥当で、はないかと提言した (18)。そして、法定解除を契
約の拘束力からの解放、離脱として規律した上で、その契約の拘束力からの解放、
離脱の効果が遡及するものと規律するかどうかは、有償双務契約では、有償双務契
約の木性から導き山される等価的交換関係の実現という観点によって判断すべき
であり、一時的契約では契約の拘束力からの解放、離脱を遡及するものと解するの
が適性規律であると主張した。この点は、基本的には山巾見解と同骨である。た
だ、山巾は、有償双務の継続的契約における債務不履行を事由とする契約の終わり
方の規律としては、等価的交換関係のより積極方法として非遡及とするのが適切
であるとの立場から法定解除規律とは異なる解約告知規律によるのが妥当とする。
しかし、法定解除規律についての私見のような提言を前提とするとき、合"1員[双務の
継続的契約における債務不履行を事由とする契約の終わり方についても、基本的に
は、法定解除規律によって規律できるものと思われる。有償双務の継続的契約にお
ける債務不履行を事出とする場合は、双方の既履行給付は等価的交換関係にある範
囲内では内該契約の目的が達成されて消滅し、その範囲では~該継続的契約から生
じた継続的契約債権関係も消滅したとみることができる。このことから、法定解除
によって、このように契約の目的を達成し、等価的交換関係をもって消滅した契約
の範囲や継続的契約債権関係の範囲について、再度、契約の拘束)Jからの解放、離
脱の効果を遡及させて、等価的交換関係を実現させる必要はないのそれは、ナンセ
ンスな規律の仕方といえる。すなわち、有償双務の継続的契約における債務不履行
を事由とする場合は、法定解除規律によるとしても、双方の既履行給付は等価的交
換関係にある範囲においては、その効果を遡及させる必要はない。山中も、継続的
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な売買契約の場合に限っては、過去の、両給付ともに約束どおり履行せられ、すで
に目的を満足して消滅してしまっている双方的債権関係については、かさねてこれ
を契約解除により消滅させられるということは、不可能であるとして、非遡及性を
根拠づけている (19)。しかし、継続的な売買契約に限らず、継続的契約一般におい
ても同様に理解することが口J能である。このことから継続的契約の終わり方とし
ては非遡及として規律するのが妥当ということになる。このことから、一時的契約
の場合も、継続的契約の場合も、いずれも債務不履行を事由とする契約の終わり方
の規律としては、契約の拘束))からの解放、離脱として規律される法定解除規律に
よるものの、等価的交換関係を実現するためにー時的契約では契約の拘束力からの
解放、離脱の効果は遡及するのに対して、継続的契約では非遡及として規律するの
が妥当ということになる。なお、この場合の非遡及は民法620条を恨拠とするも
のではない。民法 620 条の非遡及は、民ìl~が継続的契約の特質に注目して定めて
いる通常解約台知及び特別解約台知により契約を終わらせる場合の効果規定と解
すべきである。形式解釈としては、その規定の位置づけからみても、民法620条
は、第七節賃貸借において定めている解約告知により契約を終わらせる場合の効呆
規定であって、賃貸借一般、とくに債務不履行を事由に契約を終わらせる場合まで
包摂した規定ではないと解するのが素直である O これを準用する雇用(民法630
条)、委任(民法652条)についても同様である。民法(債権関係)改E素案でも、
継続的契約において債務不履行があった場合に直ちに解除できるかどうかは継続
的契約の特性との関係で制限される場合があるとしながら、継続的契約における債
務不履行を事由とする契約の終わり方は、法定解除と異なるものではなく、契約の
拘束力からの解放を意味するものとして規律する立場に立っている (20)。
なお、山中は、使用貸借、消費貸借、無償委任、無償寄託など無償片務の継続的
契約にける債務不履行を事由とする契約の終わり方の規律においては、原状回復の
債権関係の発生ということはまったく問題となりえず、債務不履行にもとづく
賠償債権の発生という一方的債権関係の法理の適用で充分であり、将来にむかつて
その存続を中断すべき解約告知のみが問題となるとする (21)。私見としても、無
償片務契約では、原則として、法定解除規律には蒸本的には期iI染まないっそこで、
無償片務f賞契約の場合の債務不履行を事由とする契約の終わり方としては、無償片
務契約向体の消長の問題としてではなく、無償片務契約から生じた契約債権関係の
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みに係わる問題として規律するのが妥当で、あると提言した。 ー方当事者だけの給
る場合は債務不履行に基づく損害賠償の問題として
のみ処理し (22)、その履行をもって契約債権関係は消滅する。無責債務不履行の
場合は直ちに契約債権関係は消滅するものと規律するだけで充分であると解した。
このことは、山中の指摘のように、片務無償の継続的契約の終わらせ方の規律とし
ても妥当する。ただ、山中は、無償片務の継続的契約では将来に向かつてその存続
が中断するのを解約告知規律に求めるが、無償片務の継続的契約から牛ーじた継続的
債権関係が将来的に消滅すると規律すべきである。無償片務の継続的契約におけ
る債務不履行を事由として契約を終わらせるということは、一方当事者に債務不履
行があったことによって、継続的債権関係は、以降、存続させないで解消すること
を意味するものと解するのが妥当ではないかと思われるからである。
H 継続的契約における債務不履行を事由とする契約の終わり方と当事
者聞の基本的法律関係
継続的契約における債務不履行を事由とする契約の終わりん命は、基本的には、法
定解除の契約の拘束力からの解放、離脱であるが、その効果が一時的契約では遡及
するのに対して、継続的契約では非遡及である点で異なるものであるとみると、当
事者聞の基本的法律関係としては原状回復義務を観念できない。民法545条1項
本文の解除の効果としての原状回復義務は、債務不履行を事由とする法定解除で、
その効果が遡及する場合にのみ適用されると解されることになるのこれに対して
飯島は、継続的契約における債務不履行を事由とする契約の終わりは特別告知と
みるべきであるとの立場からではあるが、例えば賃料や賃金が前払されているの
に、反対給付が不履行である場合、非遡及とすると労務の提供や使用収益の提供を
請求できることになるが、それは妥~といえるか。この場合には遡及効にもとづ
く原状凶復として前払された賃料や賃金の返還義務を負わせるのが妥当であると
する (23) 0 同様に、継続的供給契約で代金を前払している場合も債務不履行部分
の解除を認め、その部分の前払い代金の返還請求を認めるべきであるとする(刊の
しかし、債務不履行を事由として契約を終わらせた場合は、前払代金の内、給付の
不履行部分についてみると、債務者有責の場合は債務不履行に基づく損害賠償義務
に転化し、労務や使用収益の提供を求めることは許されないと解される。債務者無
責の場合は危険負担の問題となる。この場合にも遡及効を認めて当然に返還請求
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できるとしてよいが疑問である。さらには、不履行部分を超える前払代金について
は、継続的契約の拘束力は将来に向かつて解放されていることから、不当利得とし
て処理するのが妥当ではないかと思われる。また、飯島は、例えば雇用の場合、労
務が供給されたのに対して賃金が不払いであるときは、提供した労務の返還は不
日J能であるから、非遡及として、賃金支払請求権を認める方が合理的であるとす
る(25)。確かに、継続的契約における債務不履行を事由としての契約の終わり方
としては非遡及として規律することから、給付した労務に相当する賃金支払請求を
求めることは可能である。他方で、賃金文払の不属行に蒸づく損害賠償請求も選択
できる。いずれにしても、提供した労務の返還が不可能であることを理由とするこ
とには疑問がある。確かに、遡及を認めて提供した労務向体の返還を求めることは
不可能ではあるが、それは一時的契約において給付された目的物が消費された場合
と同様である。この場合は、原状回復としては原物返還に代わる価格返還という方
法が予定されているわけで、原物返還が不可能であるというだけで非遡及を導き出
されるものではない。なお、飯島は、債務不履行の態様に応じて、継続的契約の終
わり方として、その効果が遡及すると規律したり、非遡及と規律するために、前者
は法定解除規律によるとして、後者は解約告知規律によるとするもののようであ
るO しかし、契約を終わらせる事由との関係で、その法的構成及び効果を組みなで
るべきであるとする私見のすー場からは与することはできない。
さらに、継続的契約では、給付に対して反対給付が行われてきたが、ある時から
給付が行われてはいるが反対給付の不履行期間が継続することから、債務不鳳行を
事由として法定解除された場合の反対給付の不履行期間中の関係をどう処珂する
か問題とある。例えば、賃貸借契約において、 3か月分の賃料不払いそ事由として
法定解除した場合の賃料不払い期間 (3か月間)をどのように処理するがである。
飯島は、このことについては、学説は必ずしも明らかでないと指摘する (26)。そし
て、債務不履行部分は消滅していないがゆえに、反対給付の履行を請求する
賠償を請求することができるとする (27)。航続的契約における債務不履行を事由
とする契約の終わり方として非遡及として規律する私見としても同旨である。
継続的契約における債務不履行を事由とする法定解除では、法定解除以降の継続
的債権関係は拘束)Jから解放されることから、法定解除以降は、 ー時的契約で述べ
たと同様である (28)。すなわち、この場合は向然債務として存続させることも考
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えられないわけではないが、有償双務契約における等価的交換関係を志向するとの
観点から、未履行債務は消滅するかどうかの問題ではなく、未履行債務は消j成しな
いものの解除者はその履行につき法的拘束力を受けることがないものと法定する
のが適切な規律といえる。
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(10)山中・前掲(一)4頁参照。
(11)山中・前掲(完)53頁。
(12)山中・前掲(完)591可。
(13)山中・前掲(完) 56 頁~57 頁。
(14)山中・前掲(完)59頁。
(15)山中・前掲(記)60頁。
(16)山中は、無償の契約関係では、解除による原状回復の債権関係の発生ということは、まっ
たく問題となりえないし、債務不履行によるとしても損害賠償請求権の発Jt.という一方
的債権関係の法理の適用を認めればすむとしている(山中・前掲(完)58頁)。
(17)なお、この申告続的契約の解除の通則規定の新設については第三ステージでは取り上げら
れてはいないようである。
(18)拙稿「私法規律の構造3一「債権契約の終わり方Jの規律(ー)J法律論叢87巻2・3合
併号69頁参照。
(19)山中・前掲(完) 55 頁~56 頁。
(20)民法(債権関係)の改正にかかわる試案のたたき台(3125員以下参照。
(21)山中・前掲(完) 58 頁~59 頁。
(22)同旨、山中・前掲(完)58頁。
(23)飯島・前掲(都立大)135頁。
(24)飯島・前掲(都立大) 126 頁~137 頁。
(25)飯島・前掲(都立大)103頁、同・前掲(成際法学16号)6頁。
(26)飯島・前掲(都立大)133頁。
(27)飯島・前掲(都立大)134頁。
(28)拙稿・前掲(法律論叢87巻2・3合併号)69頁参照。
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(3) 継続的契約特有事由による契約の終わり方の規律
通常解約告知による契約の終わり方の規律構造と当事者聞の基本的
法律関係
賃貸借、雇用、 ような給付義務が縦続する定型的な継続的契約では、その
履行は「給付+期間の経過」として観念される。平野は、紋続的債権関係において
は、債務の内容が常に一定の時期を目指して居り、給付義務は必ず長時間の継続
関係を根帝として成立している (1)といい、石田も、債務の臆行と期間の経過が同
時に存在する (2)とみている。そして、その給付の期間は無限ではない。終期を必
然的に伴う契約債権関係である (3)。継続的債権関係の体系的な理論構成を試みた
ギールケ (4)は、継続的債権関係は履行によって解消するのではなく、その通常の
終了原因は期間の経過であると指摘する。
このことから、継続的契約では終期を到米させることを必然とする (5)。前述し
た民法が定める継続期間型の通常解約問一知による契約の終わり方は、継続的契約に
おける不可欠な要請によるものである。期間の定めのない継続的契約では通常解
約告知を認めて継続的契約を終了させる必要がある。期間の定めのある継続的契
約では、その期間満了によって継続的契約は終了するのが原則であるが、例外的
に、それ以前でも期間に拘束されないで通常解約告知によって継続的契約を終了さ
せると定めているのがそれで、ある O もっとも、契約の拘束力との関係でみると、期
間あるいは契約目的の定めのある継続的契約では期間の到来ないし契約目的の達
成までは、当事者は拘束され、債務不履行などがあるまでは、原則!として契約を終
らせることができない。このようにみると、通常解約告知による契約の終わり方
は、契約の拘束力からの解放、離脱として規律するのが妥当のようにみえる。しか
し、期間あるいは契約目的の定めのある継続的契約では、当初から期間の到来ない
し契約目的の達成によって継続的契約の終了することが予定されているものであ
る。また、期間の到来ないし契約目的の達成前に解約告知により継続的契約を終わ
る場合も、当該契約の特質からみて、その法定された事由が生じた場合には、契約
の拘束力から解放、離脱を認めるとするのではなく、継続的契約の終期が到来した
ものとして規律されているといえるのさらには、期間の定めのない継続的契約では
「いつでも解約」あるいは「いつでも解約+所定期間経過で終fJとしていること
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から、契約の拘束力との関係はもともと観念されてはない。このことから、通常解
約告知による継続的契約の終わり方の規律としては、一見、契約の拘束力からの解
放、離脱とみることができるが、継続的契約に必然である終期による継続的契約の
終了として規律するのが妥当と思われる。
通常解約告知による継続的契約の終わり方の規律を継続的契約の終期による終
了と規律するのが妥当とすると、当事者間では通常解約告知前の継続的債権関係に
基づく既履行債務については契約 hの義務の履行として行われたもので有効であ
り、不当利得や原状同復義務の問題は生じないと規律するのが安当である。通常解
約告知後は継続的契約自体が消滅していることから債務は発生することはなく未
履行債務を観念する必要はない。
ところで、期間の定めのない継続的契約の通常解約脅知による終わり方の規律に
ついてみるとき、現行民法では、消費貸イ昔、使用貸f昔、雇用、寄託では「いつでも
解約」あるいは「いつでも解約申入れ+所定期間経過」により終了と定めるのみで
ある。すなわち、委任のように、やむを得ない事情のない不利益な時期での解約の
場合の損害賠償の責任(民法651条2項)は定めていない。民法(債権関係)改正
でも、ほぽ同様であり、かかる立場から、準委任につき同骨の規定を新設すること
を提案していた。そして、期聞を定めた準委任では、「いつでも解約の申入れ十所
定期間経過」で終了とするものの、やむを得ない事自のないときは損害賠償の責任
安負う場合があるとしていた(中間試案第41、6(2)イ) (6)。
ところで、現行民法の解釈として、また民法(債権関係)改正でも民法541条を
維持するとしていることから、期間の定めのない委任の場合の通常解約告知と民法
651条2項の適用との関係が問題となる。すなわち、期間の定めのない委任では各
?当事者は「いつでも解約」で終了するが、それが相手方の不利な時期の解約で、や
むを得ない事由のない限り、相手方に生じた損害を賠償しなければならないのかど
うかである。これを肯定することは、現行規定での消費貸借、賃貸借、使用貸借、
雇用、寄託との整合性がとれないことになる。とくに、民法(債権関係)改正中間
試案では、期間の定めのない準委任については民法651条2項と同旨の規定を設
けることは提案されていなし3のこのことから、中間試案によれば、期間の定めのな
い委任では、やむを得ない事由のない不利益な時期での解約の場合に相手方の損害
を賠償しなければならいのに対して、期間の定めのない準委任では、その必要はな
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いことになり整合性を損ねることになりかねない。その整合性から、期間の定めの
ない委任については民法651条2項の適用のない旨を明記する必要があるのでは
ないだろうか。現行法の解釈としても、期間の定めのある委任については、いつで
も解約告知で終了させることができるが、相手方に損害のある場合は民法651条2
項によるのに対して、期間の定めのない委任では、他の継続的契約に関する場介と
同様に解約告知により相手方に損害のある場合でも賠償責任を負うものではない
と解するのが妥当といえる。なお、受任者の利益をも目的とする委任の場合は、期
間の定めの布無にかかわらず、委任者は、その損害を賠償すると解するのが妥当で
ある (7)。民法(債権関係)改正でも、 [#J旨の規定を新設することが提案されてい
るの妥当な提案である。
i 特別解約告知による契約の終わり方の規律構造
継続的契約特有事出による契約の終わり方として、民法は、前述した③契約特質
事由型について特別解約台知を定めている。これは形式的には契約違反を事由とす
る契約の終わり方ともみることができる。飯島は、特別告知は、期間の定めのある
継続的債権関係において、債務不履行など「重大な理由Jが生じた場合に即時の効
力をもって認められるものであるとみる問。しかし、債務不履行を事由とする場
合も含めることについては、妥当でないことは前述したところである。このため、
特別解約告知については、継続的契約における債務不履行を事由とする契約の終わ
り方と同様の構成で規律することも考えられる。民法(債権関係)改正素案で、債
務者無責の債務不履行を事同とする法定解除の例として、「例えば、賃貸借に関す
る民法第611条第2項は、債務者である賃貸人の責めに帰することができない事
由による債務不履行(目的物の一部滅失)の場合であっても、債権者である賃借入
が賃借をした目的を達することができないときは、契約の解除が認められることを
前捷としている。ほかにも、同法第566条1項、第607条、第635条などJを挙
げている (9)。これは、民法の定める特別解約告知は債務不履行を事由とする法定
解除として規律されるものと解しているものと推察される。しかし、特別解約告知
では、義務違反的な要素は否定できないものの、給付と反対給付の関係において一
方の給付に対して反対給付が不履行であり対価的均衡が失われるような要素に注
Hしたものではない。継続的契約の特質とされる相互信頼関係の喪失(10)や、義
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務違反的な事由が生じたがために当該契約のH的を達成することができなくなっ
たことに注目して特別解約告知を認めるものである。このことから特別解約告知
は、継続的契約を将米的に継続させることが、当該継続的契約の本'午ーに違背するこ
とになるとして、継続的契約合終了させるもので、継続的契約の終わり方として、
通常解約告知と本質的には異なるものではない。このことから、特別解約告知によ
る継続的契約の終わり方の規律としては通常解約告知による終わりんーと同質とし
て規律するのが妥当で‘ある。このことから、特別解約告知の不遡及について、梅は
賃貸借の解除で原状同復を認めると呆実の返還などに関して不公、|ιが生ずるから
だとし (11)、穂積が雇用では原状回復としてのすでになされた労務の返還が不可
能であるからだとしている (12)が、妥当ではない。また、飯島は、右近が労働契約
を例に、継続的債権関係を理由に、無効、取消の効呆を将米に向かつてのみ生ずる
ことによって問題を解決するのも一つの方法と提案した (13)のは正当として、特
別の告知の非遡及効の根拠を恭木的には原状回復の無意味さに求めるとする (14)。
そして、「これを裏退して言えば、告知まで円満にf責権関係が継続していた一つま
り対側関係が満足されて来た一場合に、その既往部分を消滅させることが無意味で
あるということであるJとする (15)。しかし、原状凶復の無意味さよりも、むしろ
継続的取引の本性に求めるべきである。すなわち継続的契約では特別解約告知ま
では契約債権関係に基づく既往給付は円満に行われ契約目的が達成されたものと
して規律するのが継続的取引の本性に叶うものとみるべきであるのなお、飯島は、
特別の告知では不遡及が原則であるが、原状回復が無意味でない場合、吉いかえれ
ば既往の債権関係を消滅させないことが不合理な結果を生ずる場合には、特別の告
知に「遡及効Jは認めるべきであるとして、告知の意思表示以前の債務不履行の部
分の解除については遡及効を認めるべきであるとする (16)。しかし、債務不履行
を特別の告知原因とすることの妥当でないことは前述したことから、特別解約告知
の場合に、例外的に、遡及効の認められることがあるとして規律する必要はない。
i 継続的契約特有事由による契約の終わり方の規律の適用範囲
継続的契約の典型では、継続的契約からと転じた継続的債権関係が給付と時間の経
過という要素が必要不可欠に結び付くことを本質としていることは前述した。こ
のことから、継続的契約特有事出による契約の終わり方の規律のうち、通常解約告
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知による契約の終わり方の規律は通常不可欠である。このことは、賃貸借・雇用や
利息付消費貸借・有償請:託・有償委任などのような有償双務の継続的契約であって
も、使用貸借・無償消費貸借・無償寄託・無償委任などのような無償片務の継続的
契約であっても異なるものではない。ただ、登記事務の委任のような一時的委任契
約については、やや問題である。飯島は、一時的委任では労務の給付それ自体が本
質的に時間の経過を必然化していないとして、売買と同様に一時的債権関係とみる
石田 (17)の指摘は正当とする (18)。このことからすると一時的委任契約の終わり
方として、期間の経過、すなわち終期を観念することを前提とする通常解約告知構
成の規律にはなじまないことになる。しかし、委任事務それ向体は 同的なもので
はあるが、委任関係は継続的に存する点に注Hすると、期間の経過、すなわち終期
を観念することが可能であり、この場合も通常解約告知構成の規律によってよい。
また、継続的供給契約や継続的売買契約のように、その継続的債権関係が定期的
ないし回帰的給付を内零とする場合も、同様と解してよいかである。山中は、継続
的な売買契約を例にして、両当事者によって、契約どおり履行せられている限りで
は双方的関係が目的を満たして消滅し、次期の双方的債権関係が発生するという展
開をたどることになる。過去の、両給付ともに約束どおり履行せられ、すでに目的
を満足して消滅してしまっている双点的債権関係については、かさねてこれを契約
解除により消滅させられるということは、不可能であるとして、非遡及性を根拠づ
けている (19)。これは、継続的売買契約の終わらせ方の規律としては、継続的契約
特有事由、とくに通常解約告知構成による規律によるまでもなく、非遡及となると
解するものと推察される O これに対して、飯島は、定期的ないし回帰的給付を内容
とする継続的債権関係では給付と時間の経過との結合は内在的に論1原必、然的なも
のではないが、いわば外在的に与えられているものとして認められ、期間の経過、
したがって終期が観念できる点で共通するとする (20)。かかる観点に立ってみる
と、桝続的供給契約や継続的売買契約の場合の終わり方として通常解約告知構成に
よる規律が適用されてよいことになる。
さらには、飯島は、組合、保険、保証などのように状態的関係を形成する継続的
債権(法律)関係では継続的な給付が具体的になされたり存したりするわけではな
いが、当事者に、具体的に生ずる債権・債務一これは本来-時的なものであるーの
基礎となる継続的な法律関係が存する。そこで、この場合も、期間の経過、した
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がって終期が観念できる kする (21)。このことからすると、組合、保険、保証など
の継続的契約の終わり方についても、通常解約告知構成による規律が適用されてよ
し、ことになる。
なお、民法(債権関係)の改正中間試案では、いわゆる継続的契約の中には、継
続的な物品供給契約のようにある典型契約(売買・請負)のうちの一部がそれL
当するものがあり、またフランチャイズ、契約等のように典型契約とはされていない
ものもあることから、個別の典型的継続契約の規律とは別に、継続的契約の終了に
関する什史的な規律を設けることが望ましいと考えられるとされていた (22)。そ
して、期間の定めのある継続的契約では、その期間の満了によって終了するとし
(中間試案34、1(1)、期間の満了にかかわらず、当該契約を存続させることにつき
正当な事出があると認められるときは、従前と同ーの条件で更新されるものとし
(中間試案34、1(2)、期間の定めのない継続的契約では、当事者の一方は、いつで
も解約の中入れができるとし(中間試案34、1(1))、相当な期間経過ないし予告期
間の経過で終了するが(中間試案34、2(2))、当該契約を存続させるにつき正当な
事由があるときは、解約の申入れによって終了しないとしていた(巾問試案34、2
(3)。前記1(1)又は2(1)により継続的契約が終了した場合は、将来に向かつてのみ
効力を生ずるとして(中間試案34、3)、民法620条の一般的な理解を明文化して、
非遡及を原則としていた。これらの規律は、通常解約告知による継続的契約の終わ
り方の一般的規律として妥当であるのそして、債務不履行を事由とする契約の終わ
り方の通則規定として法定解除規律を維持するのと同様に、解約告知による継続的
契約の終わり方についての通則規定として規律すべきではないかと思われる。こ
のことによって、現行規定における解約告知による継続的契約の終わり方について
の規律欠扶を是正されよう。ただ、巾問試案では、現行規定と同様に、個別の継続
的契約類型毎の規律が優先先行させ、それを補充する程度のものとしてしか位置づ
けられていない。これでは、法定解除規律と同様に、解約奇知による継続的契約の
終わり方についての通則規定として位置づけることは困難である。しかし、民法改
正審議の第3ステージでは、この中間試案につき、検討されていないのは、このこ
とのためではないかと推察される。その後、要綱仮案では新設することを見送られ
ている。しかし、通常解約告知による継続的契約の終わり方についての通則規定化
に向けて検討することが望まれる。
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特別解約告知についても、通常解約告知とは、その契約の終わり方の規律構造は
同じである。ただ、解約告知権の発生原因が通常解約告知のように、単なる期間の
経過を事由とするものではなく、高度の信頼関係や契約目的の終了などのような当
該継続的契約の特質に基づく事自によるものである点で異なるだけである。この
ことからすると、特別解約告知による契約の終わり方の効果規律については、通常
解約告知による場合と異なるところはないが、民法の定める特別解約告知権の発生
要件については、継続的供給契約や継続的売買契約などのような継続的契約には、
単純に、適用されるものではないことになる。
また、中間は、継続的供給契約や特約居や代理屈など中間流通業者の取引あるい
は、ある特定の当事者の聞で売買が継続的・反復的に行われる継続的売買(23)の解
消を詳細に検討し、継続的売買の解消については「期間JI給付の反復性JI期間の
経過と債務の履行との結びつきJI終期の存在」などを基準とし抽象的・統一的概
念から演得的に考えるという発想には限界があり、継続的売買の解消に際して交錯
する諸理念ないし価値の調整が必要である (24)ことから、個々の取引類型の具体
的検討が不可欠であるとする (25)。これは、個々の契約の本性と契約解消の事由
を基準として契約の終わりん・を規律するのが妥当とする私見とは、基本的に異なる
な場である O ただ、このようなすー場に立つ中田においても、期間の定めのある場合
の期間中のやむを得ざる事由による解消や期間満了時の解消及び期間の定めのな
い場合の予告期間ないし予告期間プラス何らかの理由による解消の場合には解消
者は責任を負わないとし (26)、それ以外の解消の場合につき、その責任はさまざま
であり、具体的に検討する必要がある (27)と帰結する。このことは、継続的売買契
約では「期間の満了」によって終了する場合は継続的契約における通常解約告知に
より規律するのが妥当であり、継続的売買特有の解消事由による、いわゆる特別解
約告知や債務不履行を事由とする、いわゆる法定解除の場合については、継続的売
買の解消に際して交錯する諸理念ないし価値の調整の必要から個今の取引類型毎
の具体的検討が不口J欠とするものといえる。そうだとすると、その帰結においては
私見としても異論はない。
なお、中田は、フランス破棄院民事部1932・2・16は、契約の告知は当事者を
約定が存宜しなかったのと|ロjじ状態に復せしめるという原則は賃貸借一継続的履
行を伴うものではあるがーにも適用されるとし(28)、学説ではコランプリが即時
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履行契約と継続的履行契約との区別を批判し、両契約類型を区別することなくいず
れにおいても解除の遡及効を認めるべきであると述べている (29)ことを紹介する。
これは、継続的契約の解消の効果は遡及しないとする一般的な理解に対して、疑問
を果するものである。継続的契約の終わり方として不遡及とするのが妥当とする
のは、継続的契約の終わり方において、遡及させることによる複雑さを簡便に処理
するためと、継続債権関係の給付の関係として継続給付に対して反対給付ーが等価交
換的関係にあることから既履行給付はすでに消滅しているものとして処理するの
が安当とすることにあることは前述した。このことからすると、とくに継続債権関
係における継続給付と反対給付が等価交換的関係において捉えるのが妥当ではな
いとみられる場合には、継続的契約の終わり方として等価的交換を貫徹するために
遡及効の認められる場合があるとみてもよい。通常解約告知を事由とする場合に
は、そのような例外的な場合は考えられない。継続的契約の「終期」を前提とした
上で、継続給付と反対給付が等価的交換関係に立つものとして契約が締結されてい
るのが通常であるからである。ただ、債務不履行を事由とする継続的契約の法定解
除の場合には、継続的契約成立後の継続給付と反対給付が総体としてみた場合に等
倒的交換関係にあって消滅するとみることが妥当でない場合が想定される。たと
えば、フランチャイズ取引や特約白取引のような現代型複合的民期間契約(30)の
ように、継続的契約の締結に伴い長期の営業収益を期待して高額の資本投下が行わ
れているような場合には、民法上の継続的契約の終わり方の規律に従うのは妥当で
はなく、遡及効を認めて、当該継続的契約の成立時から契約の拘束力からの解放、
離脱が認められたものとして規律するのが妥当といえる。このことによって、その
投下資本等は原状回復として、あるいは解除に伴って生じた損害として請求で、きる
かどうかを、個別具体的に判断することが必要と解される。巾回が、継続的売買の
解消によって既に投下した資本などが無駄になったことによる損失を負担させる
ことが必要となると指摘しているが(31)このような継続的契約の場合に限っては
正当である。
以上のことは、椿が継続的契約の観念と一時的契約とを対比分類しているが、そ
の内容についてはかならずしも明確ではないと指摘しているが(32)、継続的契約
の終わり方の規律に当っても、まず継続的契約の概念についての検討の必要性を示
唆するものである。ここでは、民法に規定する典型的な継続的契約の終わり方の規
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律にとどめ、非典剖的な現代塑複合的長期間契約のような継続的契約についての検
討は後円に留保する。
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8 契約債権関係の消滅による契約の終わり方の規律
民法典は、弁済・相殺・更改・免除・混同の5種T債権の消滅事由としている。
このような債権の消滅事由により債権が消滅した場合、あるいは債権が消滅時効に
よって消滅した場合、当該債権の発生原因である契約も消滅することになるのか。
これは、契約の終わり方の規律において、債権発生原因である契約次元での規律
と、契約によって発生した債権ないし契約債権闘係次元での規律の闘係はどのよう
な関係にあるのかの問題である (1)。また、債権についての給付が不能となった場
合も、同様の問題が生ずるのこのことについては、契約成立後の履行不能による契
約の終わり方の規律として検討した (2)。
(イ)弁済等債権の消滅原因による契約の終わり方の規律
弁済によって債権は消滅する。これは不文の規律といえよう。債権の目的が達
成されたことによるものである。更改(民法512条)、免除(民法519条)、混同
520条)によっても、債権が消滅するとされているの相殺では対当額におい
て債務を免れる(民法505条)としているが、対当額において債権が消滅すると解
しても問題はないであろう。このことによって片務契約では、契約自体も消滅する
とみてよいか問題になる。双務契約では、一方の債権が消滅しでも、反対債権が存
在することから、直ちに契約自体も消滅するとみることのできないことはいうまで
もない。しかし、双務契約から生じた双方の債権が、これらの事由によって消滅し
た場合、たとえば双方の債権が弁済等によって消滅した場合、契約債権関係は目的
を達成したことになり、契約自体も消滅したとみてよいかが問題になる。このこと
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については、余り議論はみられない。潮見は、「債権は消滅を目的とする権利であ
る」と説いていることからも窺われるように、{云統的には、主たる給付義務が履行
されれば契約債権関係は終了するものと理解されているようである (3)。このこと
については異論ないであろう。債権の消滅によって契約債権関係次元で終了した
と規律される場合、当該契約債権関係の発生原因である契約も終了したといえるか
である。我妻=有泉は、ー凶的契約から生じるすべての債権が、その債権の消滅原
因によって消滅すれば、その契約はもはや存在しないといってもよい。しかし、こ
れをとくに契約の終了としてとらえる必要はないであろうとする (4)。この志;味は
明らかでないが、債権がその消滅原凶によって消滅したことを契約の終わり方の
類型とみているようではある。しかし、債権の消滅によって、何故、契約が存在し
ないといえるのかについては明らかではないし、契約の終わり方の一類型とみてよ
いかも疑問である。北JI[は、債権の発生原因として契約をみると、契約債権の消滅
と契約の消滅との関係が当然問題になる。債権の消滅によって直ちに契約が消滅
するとは限らないとしながら、本章において契約の終了についてまとめると、契約
上の債権の消滅による契約の終了のほか、期間満了、合意解除(約)、法定解除、
解約等がある (5)として、債権の消滅により契約が終了する場合のあることを示唆
している O このように、弁済等の債権消滅事由による債権ないし契約債権関係の消
滅と契約の終了の規律関係について、明確にされているとはいえない。
しかし、債権契約は当該契約の目的を達成するための債権ないし契約債権関係を
発生させることを目的とした法律要件である。このことに注目すると、契約が成立
し債権ないし契約債権関係が発生することによって、契約の目的は達したことにな
る。そこで、契約自体は、このことによって消滅するとみることができる。その後
は、債権ないし契約債権関係次元の規律に委ねられる。そして、債権が債権消滅事
由によって消滅すると債権ないし契約債権関係が消滅するが、当該債権ないし契約
債権関係を発生させる原因である契約自体の規律には影響するものではないとみ
ることができる。とくに、現行民法典における債権法の規律の特色は、債権ないし
契約債権関係発生原因から遮断された抽象的概念としての債権を基に据えて規律
しているところにあるとされている (6)。すなわち、現行民法典は契約債権法の規
律に当って、契約を債権ないし契約債権関係の発生原凶として捉え、この債権ない
し契約債権関係の発生原凶である契約向体についての規律と、契約から発生した債
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権ないし契約債権関係、すなわち契約上の効果意思に対応して発生した債権ないし
契約債権関係についての規律とを切り離してニ元的に規律するとともに、後者の契
約上の効果意思に対応して発生した債権ないし契約債権関係について規律を基底
として規律するものであることを指摘するものである。このことからすると、債権
ないし契約債権関係が債権消滅事由によって消滅することと、債権ないし契約債権
関係の発生原因である契約自体の終わり方の規律とを切り離して規律されている
とみるのが妥当といえよう。
民法(債権閣係)の改正では、債務者が債権者に対して債務の弁済をしたときは、
債権は消滅することを明記した(改正条文473条)。現民法では不文の規律とされ
ているのそ明文化し、踏襲したものと言われている (7)。また、更改については従
前の債務が消滅するとし(改正条文513条)、相殺(民法505条)、免除(員法519
条)、混同(民法520条)については現行規定を維持している。このように、弁済
によって債権が消滅するとの明文を設けたものの、このことが契約の終わり方の規
律とどのように関係するのかについては明らかにされていない。このことから、従
前と同様に解釈に委ねられているといえる。しかし、民法(債権関係)の改正では
契約債権i去の規律に当っては、現行民法典と異なり、契約自体を基礎に据えて規律
しているところに特色があるとされている附 O そして、現代の取引の規律に当つ
ては、内田は契約関係を、その背後の社会関係から孤立して捉える契約観は取引の
現実に適合しないのー定の契約(たまは契約類似の)関係があれば、意思を媒介と
せずに発生する義務群があるものとして、いわゆる関係的契約珂ー論に基づいて規律
すべきであるとか(旬、潮見は、「契約利益実現をH指す契約関係」に注Hし、債権
を中核とするような中間的概念を介在させることなく (10)、この契約利益実現を
保障する体系として契約により生ずる規範を「債権構造」として観念して規律する
のが適切であるとか(11)、契約終了後についてみると、契約終了後の秘需保護義務
や競業避Lt.義務は、とりたてて契約終了後の時点での行為義務として特徴づける必
要はなく、履行過程上の行為義務として捉えれば足りる (12)、などとして契約自体
を基礎に据えた規律の必要性が強調されている。すなわち、契約債権法の規律は契
約目的の実現あるいは契約利益の実現にある。このための規律構造としては、現行
民法典のように、債権ないし契約債権関係発生原凶としての契約についての規律
と、契約上の効果意思に対応した債権ないし契約債権関係についての規律を切り離
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してて元化し、後者の規律を基底として規律するのではなく、契約利採実現を保障
するための規律として契約目的から契約関係という法的結合関係内部を「写し取っ
た債権機構」を構築して(1:1)一元的に規律することが要請されている。すなわち、
契約利益実現規律需債権機構規律という一元的規律関係にあり、「契約は守られな
ければならない」という「規範的拘束力」により契約利益の実現が保障されている
ものとして規律するものである。このような契約債権法の規律構造に立ってみる
と、契約の成立によって「債権機構」が構築しただけでは契約利益が実現するわけ
ではないから、契約が終了すると規律することはできない。「債権機構」が弁済等
の債権消滅事白により消滅することは弁消等による契約利益の実現等を意味する
ものであり、契約の拘束力から解放され、契約が終わるものとして規律することが
許容されよう。このことから、民法(債権関係)の改正による「弁済により債権が
消滅する」との規定の新設は、このような契約利益を写し取った「債権機構」につ
いて給付がなされることによって契約利益が実現して「債権機構Jが消滅すること
を意味し、そのことによって契約の拘束力から解放され、契約が終わることを意味
するものとして規律するものと理解するのが妥当といえる。
注
(1) ~t Jl I 善太郎・債権各論[第 2 版] (有斐閣・ 1995年)187束。
(2)拙稿「私法規律の構造3一「債権契約の終わりh.lの規律(一)ー」法律論叢87巻2・3
合併号84頁以下。
(3)潮見伎男・債権総論(信山社・ 1992年)41頁。
(4) lli:妾栄ェ有泉亨ェ清水誠ェ1山輝明・コンメンタール民法一総則-物権 債権(補訂版)
(2006年・日本評論社)980頁。
(5) ~t Jl I .前掲 187頁。
(6)奥田昌道・債権総論(r.)(筑摩著書房・ 1982年)24頁、平井宣雄・債権総論(第二版)(弘
文堂・ 1994年)2頁、潮見佳男・債権総論 I [第2版] (信1[社・ 2003年)・ 22頁など。
(7)民法(債権法)改正検討委員会編・詳解債権法改正の基本方針m(商事法務・ 2009年)3 
買。
(8)奥田具道「インタピュー・債権関係規定の見直し一要綱仮案を読んで」法律時報86巻 12
号 11頁(奥田発言)。
(9)内田貴・民法m(第3版)債権総論・担保物権(東京大学山版会・ 2005年)14頁、 15
員。契約の時代(岩波書居・ 2000年)146頁参照。
(10)潮見・前掲害(債権総論I [第2版J)10頁。
(11)潮見・前掲害(債権総論 I [第2版J)23頁。
(12)潮見・前掲害(債権総論)41頁。
(13)潮見・前掲書(債権総論 I [第2版J)23頁。
33 
法律論叢88巻1号
(口)債権時効による契約の終わり方の規律
現行民法は、債権は原則として、 10年間行使しないときは消滅するとしている
(民仏:167条1項)。債権の発生原因に!必じて知期消滅時効期聞が定められている
(民法 169 条~174 条)。その消滅は起算日(民法 144 条)である「権利を行使す
ることができる時」民法166条1項)に遡及するとしている。このような消滅時
効により債権が消滅した場合、当該債権の発牛J京肉である契約自体が終了するか否
かは、債権が弁済等債権消滅事白により消滅した場合と異なるところはない。現行
民法典における債権法の規律は、前述したように、債権ないし契約債権関係発生原
因から遮断された抽象的概念としての債権合基に据えて規律しているとの観点に
立ってみると、片務契約では一方の債権が時効により消滅した場合、双務契約では
双方の債権が時効により消滅した場合は、契約により発生した債権ないし契約債権
関係は消滅するが、そのことによって契約自体が終わることはないということにな
る。契約自体は当該債権ないし契約債権関係が発生した時点で目的を達成して消
滅しているとして規律するのが妥内ということになる。なお、債権時効によって債
権ないし契約債権関係が消滅する時期は、債権消滅事由により消滅する場合と異な
り、起算点に遡及するとされている。このことから、未履1J債権は起算点に遡って
消i成していたことになる。
民法(債権関係)の改正では、契約債権は原則として、債権者が権利を行使する
ことができることを知った時から 5年間(改正条文166条l項1号)、あるいは権
利を行使することができる時から 10年間(改正条文166条1項2号)行使しない
ときは消滅するとしている。また、職業別の短期消滅時効は削除している(要綱案
第7、3)。ただ、債権時効による債権の消滅と契約の終わり方の規律との関係につ
いては言及していない。このことから、現行民法典におけると同様、解釈に委ねら
れている O そこで、現行民法と同様に債権ないし契約債権関係が消滅するだけで契
約の終了に係わるものではないと解してよいか問題である。民法(債権関係)の改
正では、契約債権法の規律にあたっては、現行民法典と異なり、契約向体を基礎に
据えて規律しているところに特色がある (1)があるとする。このことから契約債権
法の規律構造は契約利益実現規律=i債権機構」規律という ー元的規律関係にあ
り、「契約は守られなければならない」という「規範的拘束力」により契約利益の
34 
私法規律の構造3(伊藤)
実現が保障されているものとして規律されているとすると、「債権機構」が「権利
のよに眠る者を保護せず」として時効により消滅することによって、契約利益の実
現を保障していた「契約の拘束力」から解放され、契約は消滅するとして規律する
のが妥内といえる。このことによる効果内容としては、未履行債務は起算点に遡及
して消滅していたとして規律することについては異論はないと思われる。
注
(1)奥田昌道「インタピュー・債権関係規定の見直し一要綱仮案を読んで」法律時報86巻 12
号11頁(奥田発言)。
(明治大学名脊教授)
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